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概　要

　民主党政権下で2010年に導入された「子ども手
当」は，手当の財源として各種控除が廃止された
ことから高所得者にはほとんど恩恵のない政策だ
った。しかし，中低所得世帯では手当の増加額が
控除廃止による負担増を上回ったため，ネット
での可処分所得の増加がもたらされたと考えられ
る。本稿ではそのような流動性の付与が，中低所
得世帯の両親の心理的健康にどのような影響を与
えたか，日本家計パネル調査（JHPS）を用いて
検証した。分析の結果，「子ども手当」導入によ
る現金給付の拡充は両親の主観的健康を有意に向
上させたことが分かった。年間10万円の現金給付
の増加によって，母親が健康状態について「良い」
と答える確率が上昇し，父親や健康状態について
「悪い」と回答する確率が減少していた。また，
父親では心身の自覚症状を示す指標が改善し，母
親では「現在の生活に不満を感じる」と答えるサ
ンプルが有意に減少するなど生活に対する満足度
が上昇していることが確認できた。最後に，喫煙，
飲酒といった嗜好品の消費行動や日常的な運動な
どの生活習慣への影響も分析したが，児童手当の
影響は全くなかった。

Ⅰ　はじめに

　子育て世帯に対する現金給付を行う児童手当の
拡充は，子どもの貧困を軽減するための最も基本
的な方法と考えられ，日本を含めた先進諸国では

そうした政策の有効性が広く議論されている。そ
の中でも，家計消費に対する児童手当の影響に関
しては，既に我が国の経済学研究を展望しても
多くの蓄積があり（田中, 2008; 両角, 2009; 小林, 
2010; 宇南山, 2011），児童手当に関する経済学研
究の中心的トピックでもある。加えて，近年の
諸研究はより広いアウトカムへの効果を推定す
るようになっている。例えば，カナダの児童手
当や米国のEITC については，子どもの健康や学
力への影響（Milligan and Stabile, 2011;Dahl and 
Lochner, 2012），出生時体重への影響（Strully et 
al., 2010; Hoynes et al., 2012），母親の主観的健康
や幸福感への影響（Evans and Garthwaite, 2010; 
Boyd-Swan et al., 2013） などが検証されている。
また，健康状態に影響を与える消費行動として喫
煙への影響も分析され，EITC の拡充は母親の喫
煙率を低下させたことが指摘されている（Averett 
and Wang, 2012）。
　多様なアウトカムに対する分析が行われるよう
になった背景には，発達心理学における研究展開
がある。例えば，Yeung et al. （2002） は所得が子
どもの発達に与える影響を二つの経路に分けて説
明している。一つは子どもに対する金銭的・時間
的な投資を通した経路である。この考え方は人的
資本論（Becker,1981） によって提唱されている
通りであり，子どもの人的資本は生物学的な生ま
れ持った能力と同時に，本や学習機材の購入とい
った両親による投資によって形造られると仮定す
る。よって，所得の高い家庭では子どものための
様々な投資が可能であり，その結果として子ども
は高い人的資本の蓄積が可能になる。一方，投
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資行動へ与える影響以外に重要な経路として，
Yeung et al. （2002） では両親のストレスを通じた
経路も強調されている。例えば，所得水準の向上
は物質的欠乏に起因するストレスを緩和させ，両
親の精神的健康状態や子どもに対する態度を改善
させることによって，子どもの成長に寄与するか
もしれない（Yeung et al., 2002; Mistry et al., 2002; 
Gershoff et al., 2007）。
　そこで本稿では，民主党政権時代の2010 年
に導入された「子ども手当」が両親の心理的健
康状態にどのような影響を与えたか，2012 年
版日本家計パネル調査（Japan Household Panel 
Survey）を用いて分析した。心理的健康を含めた
両親の健康状態は，子どもの健康や人的資本の蓄
積にとって極めて重要な要素だと考えらえること
から（Case and Paxson, 2002; Propper et al., 2007; 
Wyman et al., 2007），児童手当の政策効果を定量
的に把握するためのアウトカムとして適切だと考
えられる。
　児童手当の政策効果を識別することに加えて，
本稿の第2のモチベーションは所得と健康の因果
関係についての頑健な知見を得ることにある。海
外の研究を展望すると，多くの研究で高い社会経
済的地位にある者ほど健康状態が良いことが指摘
されている一方で，所得から健康への因果関係は
必ずしも明らかになっていない（Deaton,2003）。
その点について，近年発表されている子どもの
いる世帯に対する現金給付政策の効果を扱った
論文では，多くが両親及び子どもの健康指標
に好ましい因果的効果を確認している（Evans 
and Garthwaite, 2010; Milligan and Stabile, 2011; 
Hoynes et al., 2012; Boyd-Swanet al., 2013）。これ
らの論文の強みは，外生性の高い所得変動を利
用しながらダイレクトに所得と健康の因果関係
を明らかにしているだけでなく，一般性の高い
所得変動を用いていることにある。Evans and 
Garthwaite （2010） が指摘するように，因果関係
の識別を重視した諸研究では，所得のバリエーシ
ョンとして特殊な状況を用いるものが多く1），広
く一般に当てはまる推定値を導いているとは言え
なかった2）。しかし，所得保障政策の拡充は多く

の人が影響を受ける政策であり，そこで得られた
推定値は高い外的妥当性を持つことが期待され
る。
　本稿の章立ては以下の通りである。まず2節で
は「子ども手当」の導入によって受給額がどのよ
うに変わったのか整理する。3節は分析方法とデ
ータの説明である。4節は推計結果を，両親の主
観的健康，心身症状指標，生活満足度・充実度の
順に提示し考察を行う。最後に，5節は結論と議
論である。

Ⅱ　「子ども手当」による純受給額の変化

　まず，「子ども手当」をめぐる政策変遷を簡潔
に把握するために，表1では給付額の変化を新旧
児童手当と子ども手当で比較している。確認する
と，小学生の場合で支給年額が6万円（旧児童手
当）から15.6万円（子ども手当），12万円（新児
童手当）と推移し，長期的には6万円だけ支給額
が増加している3）。同様に，中学生については旧
児童手当の対象ではなかったことから，各種改革
によって12万円支給額が増加している。この給付
額の推移に加えて，分析する上で重要な点として，
財源として住民税と所得税の扶養控除が廃止され
た。この控除廃止の影響は「子ども手当」による
給付増を概ね相殺しており，所得税分の控除廃止
（2011 年1月以降）と住民税分の控除廃止（2012
年4月以降）が完了する2013年以降についてはネ
ットの給付増はほとんどないことが知られている
（是枝, 2011）。例えば，所得税率が5％ であれば
控除の廃止による負担増は所得税の扶養控除分で
1.9 万円（38 万円×0.05），住民税で3.3万円（33 万
円×0.1）の合計5.2万円となることから，児童手当
が6万円拡大されても給付の純増は年間8000円程
度に縮小する。さらに，高い所得税率に直面して
いる中高所得層にとって，扶養控除廃止による所
得増税の影響が強くなるため，改革による給付額
の増加は全くないか，むしろマイナスになった（土
居, 2010; 鈴木, 2011）。
　一方，控除が廃止されるタイミングが給付拡大
に遅行したため，2010年と2011年については大幅



435Spring ’15 児童手当が両親の心理的健康に与える影響：中低所得世帯における検証

に現金給付が増加した。特に，2012年4月以前は
3.3万円分の住民税の控除が存続していたことか
ら，低所得者を中心に大きな給付増があったと見
なせる。例えば，2011年1月時点で考えると，給
付額は年間9.6万円（15.6－6）増加する一方，増
税は所得税の扶養控除分の1.9万円となることか
ら年間で子ども1人あたり7.7万円の給付増が見込
まれた。
　以上のように，「子ども手当」の恩恵を大きく
受けたのは扶養控除廃止の影響が小さかった低所
得層のみであったと考えられる。また，給付規模
の拡大は永続的ではなく，住民税分の扶養控除が
廃止される2012年4月以前の期間においてのみ，
比較的大きな流動性の付与をもたらした。本稿で
はそうした制度的背景を考慮して，分析対象を低
所得世帯に限定し，改革直後の影響に着目した。

Ⅲ　分析方法

　1　推定式
　児童手当が家計に与える影響を識別する際に
は，児童手当の支給額が子どもの年齢と数によっ
て決まっていることを考慮する必要がある。その
ため，制度変更によって受給額が変動する場合に

はじめて，児童手当の効果と子どもの年齢・数の
効果を別々に識別することが可能となる（宇南山,
2011）。そこで，最初に受給する児童手当の額
（ ）がどのように決定されるか整理
したい。前述の通り，児童手当は子どもの年齢に
対して単価が決まっているため，世帯 に含まれ
る 歳の子どもの 年における数と と表記し，
その年齢に対応する児童手当の支給額を とす
ると，世帯 が受け取る児童手当の金額は，

　  　　　　　　（1）

　と書ける。この算定式の中で， の変動によ
ってもたらされる児童手当額の変化に着目して，
児童手当が両親の健康に与える影響を識別するこ
とが本稿の分析モデルである。つまり， をコ
ントロールしてもなお が健康に影響
を与えるとすれば，それは制度改正による受給額
の変動の効果だと考えられる。
　一方，本稿の分析デザインでは，この児童手
当の増加に加えて所得控除廃止の影響も考慮し
なければならない。現行の所得税制では5％から
40％の累進性となっており，所得税率が増加する
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ほど扶養控除の廃止に伴う増税額も増加する。し
かし，高所得層では現金給付による主観的健康へ
の影響があるとは想定しにくいことから，本稿の
分析は所得税率が制度改正前年に5％だったと考
えられるサンプルに限定した4）。このサンプルで
は，制度改正後の増税額は児童1人あたり年額1.9
万円で等しくなっている。このように，本稿では
所得階層間の純受給額の違いではなく，低所得者
層における世帯構成の違いに基づく純受給額の違
いを用いて，児童手当の効果を識別した。中低所
得者にサンプルを限定し，そのサンプル内での受
給額の違いを用いて現金給付の効果を識別する
点に関しては，米国のEITCの効果について検証
したHoynes et al. （2012） やEvans and Garthwaite 
（2010） とも共通する。
　また，分析に際しては，児童手当受給額や所得
控除をめぐる政策決定に関する期待形成の扱いが
重要になる。特に，この期間では政策変更が年単
位で行われているため，調査時点の制度に忠実に
純受給額を算出するか，予定された政策変更を織
り込むかで算出された受給額に若干の変動があ
る。この点について，本稿では政策変更が極めて
頻繁だったことと政治環境が流動的だったことか
ら，将来の制度変更は分析に織り込まず，調査時
点の制度に忠実に給付額（増税額）を算出し推計
に用いた5）。
　以上の考えのもと，児童手当受給額から扶養控
除の廃止に伴う増税分（ ） を差し引いた後の
児童手当の純受給額（ ） は以下の
ように計算された。

　　

　 こ の 式 に お い て，2011年1月 調 査 以 降
19× 万円が差し引かれているのは，
2011年1月の改正によって児童1人あたり1.9万円
分所得税が増税になったためである。受給額がこ
のように変更されても，推計の基本的考え方には

影響がない。すなわち， をコントロールして
もなお が健康に影響を与えると
すれば，それは一連の制度改正による受給額の変
動の効果だと見なすことができる。なお，この分
析モデルでは子どもの年齢・数（ ）は外生と
して扱われている。児童手当が出生行動に影響を
与える場合そうした仮定が満たされない可能性も
あるが，政策が流動的であったことなどを考える
と，出生行動に大きな影響があったとは想定しに
くく，妥当な仮定と言えるだろう。
　以上の考察に基づき，2010 年6月の「子ども手
当」支給開始前後のデータを用いて，次式をOLS 
推定した。

 （2）　

　ただし は定数項， は児童手当がアウトカム
変数に与える影響， は の係数， は個人固
定効果， は調査年に固有の効果， は誤差項で
ある。また，経時的に変化する属性をコントロー
ルするために，説明変数として世帯員数，15歳未
満の子どもの数，子どもの通う学校種別（幼稚園，
保育園，小学校，中学校），昨年一年間における
転居の有無を推計に加えた。さらに，本人の健康
状態と関連の深い変数として，飲酒状況，喫煙状
況，昨年一年間における入院の有無を加えた。飲
酒，喫煙，入院に関しては，所得状況との相関関
係も大きいと考えられることから，推計式に含め
る場合と含めない場合で児童手当純受給額の係数
が変化するか確認した。また，本論文で用いる被
説明変数には数段階の回答となっているものがあ
るが，そうした場合にもOLSによる推定を行い，
個人固定効果を明示的にコントロールした。

　2　健康指標
　次に本稿で主要な分析対象となる健康や生活満
足度に関する指標について説明する。
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　2−1　主観的健康
　主観的健康（Self-rated health :SRH）について
は「ふだんのあなたの健康状態はどうですか」と
いう質問項目を利用した。回答は「よい（1）」「ま
あよい（2）」「ふつう（3）」「あまりよくない（4）」「よ
くない（5）」の5段階でなされ，数値が高いほど
健康状態が悪いことを示している。このうち，本
稿では5段階の質問項目そのものだけでなく，上
（下）の二つを１，他を0とするダミー変数を作
成し分析している。主観的健康の決定要因は多く
の研究で分析されているが，その理由は主観的健
康がより客観的な健康指標（死亡率など）の信頼
できる代理指標と考えられる点にある（Idler and 
Benyamini, 1997）6）。本稿でも同様の考え方から，
主観的健康の分析を通して，より客観的な健康指
標への影響に関しても示唆が得られると期待して
いる。

　2−2　心身症状指標，及び生活満足度・充実度
　 指標
　JHPSでは主観的健康の他に心身の自覚症状を
把握するためにBen-sira （1982） を参考に，「頭痛
やめまいがする」「動悸や息切れがする」「胃腸の
具合がおかしい」「背中・腰・肩が痛む」「疲れや
すい」「風邪をひきやすい」「イライラする」「寝
つきが悪い」から成る8つの質問を行っている（石
井, 2012）7）。この心身症状指標の各項目は「よ
くある（1）」「ときどきある（2）」「ほとんどない
（3）」「全くない（4）」の4段階で回答され，数字
が高いほど望ましい状態にあることを表す。総合
指標は8つの指標を合計した8から32までの値を取
る指数であり，広く自覚症状の状態を把握できる
と考えられる。
　以上の健康に関する質問の他に，よりダイレク
トに生活への満足度に対する効果を分析するため
に，生活満足度や充実度に関連すると思われる項
目について分析した。具体的には，「人と会うの
がおっくうだ」「仕事への集中度がない」「今の生
活に不満がある」「将来に不安を感じる」の4項目
であり，これらの指数を合計した総合指標による
分析も行った。回答方式は心身症状指標と同様で

あり，総合指標は4から16までの値を取り，数字
が高いほど望ましい状態であることを表す。

　3　データ
　データは慶應義塾大学パネルデータ設計・解
析センターが実施している日本家計パネル調査
（Japan Household Panel Survey） の2012年 版
を用いた。JHPSは米国のPanel Study of Income 
Dynamics（PSID） や欧州のEuropean Community 
Household Panel （ECHP） などを参考に，特定の
層に焦点を当てるのではなく，社会全体の人口構
成を反映した家計パネル調査として設計されてお
り，回答が得られなかったサンプルについても調
査区と年齢群と性別から適合する予備調査群を設
けるなど，サンプルの代表性に配慮がなされてい
る。第1回調査であるJHPS2009では配偶者を含む
6,911人に対して調査を行い，JHPS2012ではその
うちの約70％にあたる4,903人に調査が行われて
いる。本稿では，そのサンプルから配偶者のい
ないものを除き8），「子ども手当」支給開始前の
2010年1月調査において子どもが1人から3人いる
世帯に対象を限定した。これらの世帯は政権交代
による児童手当の増額の影響を受けたと考えられ
るが，2011年1月調査以降に子どもが生まれた世
帯については，旧児童手当の受給期間がないため
サンプルから除いた。また，サンプルを中低所得
層に限定するために，最多所得者の年収が500万
円以下の世帯に分析を限定した。以上のサンプル
について欠損処理を行った結果，利用可能な対象
者は配偶者を含めて631人，観測値は最大で2,327
人となった。なお，サンプルの記述統計は附表に
まとめている。
　 全 て の パ ネ ル 調 査 と 同 様 にJHPSに も 脱 落
（attrition）の問題が存在する。特に，本稿と関
連するところでは赤林・野崎・敷島（2013） によ
ると，健康水準の低いものの継続率が第3回調査
で低い点が指摘されている。そこで，本稿では
Unbalanced-Panelに基づく推計をメインとしなが
ら，別途Balanced-Panelを作成し結果の頑健性を
確認し，主要な結論には影響がないことを確かめ
た9）。
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Ⅳ　分析結果

　1　主観的健康
　分析結果は表2にまとめた。まず，（1） 列から
（6） 列までは父親の，（7） 列から（12） 列までは
母親のサンプルにおける推定結果を掲載してい
る。推定は，5段階の主観的健康を被説明変数と
したOLS推定，健康状態が「よい」もしくは「悪
い」かどうかの決定要因を分析したOLS推定にわ
かれる。各々の被説明変数に対して推定結果は2
種類掲載しており，はじめの推定は子ども数など
必要最低限の変数を投入した場合の推定結果，も
う一つは健康状態に影響を与えると思われる飲酒
や喫煙の状況，そして入院経験を追加的にコント
ロールした場合の推定結果である。
　まず，父親の推定結果をみると，5段階の主観
的健康や健康状態が「よい」と回答するかを分析
した（1） 列から（4） 列における児童手当純受給
額の係数はいずれも有意ではない。一方，健康状
態が「悪い」と答えるかどうかを分析した（5） 
列と（6） 列の推定結果は，いずれも有意に負と
なっている。推定値は（6） 列で−0.006であり，年
間10万円の児童手当純受給額の増加に対して，健
康状態が「悪い」と答える確率が6％低下すると
解釈できる。
　一方，母親の推定結果をみると，健康状態が
「よい」かどうかを分析した（9） 列と（10） 列に
おいて，児童手当純受給額の係数が有意に正とな
っている。係数値はどちらも0.009となり，児童
手当の年間10万円の増加に対して健康状態が「よ
い」と回答する確率が9％増加すると解釈できる。
既婚の女性のサンプルについて，現金給付の増
加が心理的健康を引き上げるという結論は，米
国のEITCの効果を検証したEvans and Garthwaite 
（2010） やBoyd-Swan et al. （2013） と整合的であ
り10），我が国の児童手当でも同様の効果が観察で
きたと言えるだろう。ただし，全ての変数で一貫
して有意な効果が得られているわけではなく，母
親と父親の効果の異質性など，説明が容易でない
点もあることに注意する必要がある11）。

　その他の変数の係数についてみると，入院歴，
喫煙，飲酒，転居のすべての変数について，一貫
した健康状態との相関は確認できなかった。

　2　心身症状指標
　次に心身症状指標の推定結果は表3にまとめた。
まず表3の（1），（2），（7），（8） 列では，総合指
標に対する児童手当純受給額の係数を報告してい
る。結果を確認すると，父親のサンプルでは，（1） 
列の係数は0.074で有意となっており，児童手当
の増加によって心身症状が改善することを示して
いる。この結果は，本人の入院歴や喫煙などをコ
ントロールしても大きく変わらなかった（（2） 列）。
しかし母親のサンプルでは総合指標に対する児童
手当の効果は確認できなかった（（7），（8） 列）。
次に，心身症状指標の内訳を確認する。まず，（3），
（4），（9），（10） 列では各質問項目に該当するか
どうかに関する「よくある」から「全くない」ま
での4段階の回答を被説明変数としている。みる
と，父親では「頭痛やめまいがする」及び「風邪
をひきやすい」といった質問項目に対して，児童
手当の係数が有意に正と推定されている（（3），
（4） 列）。次に，4段階の回答を2値変数に変換し
て推定するために，「ほとんどない」及び「ない」
という回答をとするダミー変数を作成し，OLS推
定を行った（（5），（6），（11），（12））。推定結果
を確認すると，父親のサンプルではすべての推定
で児童手当純受給額の係数は有意となっていない
ものの，母親では「イライラする」という質問項
目に対して有意な効果が確認された。係数を解釈
すると，児童手当純受給額の年間10万円の増加に
対して母親が「イライラ」する確率は10％程度減
少する。

　3　生活満足度・充実度
　次に，生活満足度に関連する質問項目を抽出し，
それに対する効果を同様の方法で推定した。また
心身症状指標の推計と同じく，4段階の回答結果
をそのまま被説明変数に用いた分析（（2），（5） 
列），と2値変数への効果をみた分析（（3），（6） 列）
の両方の結果を掲載した。結果は表4にまとめた。
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まず，総合指標に対する効果を確認すると，父親
（（1） 列） 及び母親（（4） 列） の両方で係数は正に
推定され，生活に対する満足度や充実度が上昇し
ていることが確認できた。
　次に，内訳に対する効果を確認すると，父親の
サンプルでは「仕事に集中できない」という質問
に対する効果が確認され，母親では「今の生活に
不満がある」という質問で児童手当の係数が有意
となった。推定値を確認すると，児童手当の年額
10万円の増加によって，父親が「仕事に集中でき
ない」という質問を否定する確率は9％上昇し，
母親が「今の生活に不満がある」と思わない確率
を13％上昇させた。

　4　生活習慣
　次に飲酒や喫煙など生活習慣への影響も調べ
る。先行研究では現金給付の増加が健康にとって

好ましくない消費活動を助長させる可能性を指摘
しており，特に，嗜好品の原資として児童手当が
用いられる場合，多くの有権者は支給額が過大で
ある可能性を指摘するだろう。近年の分析でも，
政策的な現金給付がこうした好ましくない消費行
動を喚起することが指摘されている。例えば，
Gross and Tobacmanz（2013） では米国で2008年
のリーマンショック後に給付された一時的な現金
給付により，飲酒や薬物関連の入院が増加したと
指摘している。また，児童手当に関してもBlow 
et al. （2012） では英国における政策的な児童手当
の増額が，両親のアルコール消費量を増加させて
いることを指摘した。ただし嗜好品の消費に対す
る影響に関しては理論的に自明な関係があるわけ
ではない。例えば，健康が正常財である場合，所
得水準の上昇は健康への需要の拡大を通して嗜好
品の消費を減少させるだろう（Grossman,1972）。
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実証的にも米国のEITCが母親の喫煙に与える
影響を分析したAverett and Wang （2012） では，
EITCの給付額がより増加した母親で喫煙率が低
下したと指摘している。
　そこで，本節では健診の受診なども含めた，広
く健康に影響する生活習慣への影響についてまと
めた。被説明変数は，飲酒，喫煙，BMI，調査時
点における人間ドック・健診・予防接種の受診，
及び定期的な運動・ジム通い・サプリメントの摂
取とした。推計結果は表5にまとめた。表5では児
童手当純給付額の係数を父親・母親の別に報告し
ているが，全ての推計で係数は有意ではなく，政
策的な児童手当の増額はこれらの項目に対して影
響しなかったことが分かった。特に，先行研究で
も指摘されている飲酒への影響がなかった点も含
めて，児童手当が好ましくない費目へ支出された
という証左は見つからなかった。

Ⅴ　結論と議論

　本稿では民主党政権下で導入された「子ども手
当」とそれに伴う扶養控除の廃止が，両親の心理

的健康にどのような影響を与えたかを検証した。
分析の結果，扶養控除分の増税を差し引いた児童
手当の純給付額の外生的な増加は，両親の主観的
健康や心身症状，及び生活に対する充実度や満足
度を有意に改善させたことが分かった。児童手当
純給付額の10万円の増加は，父親が自分の健康状
態について「悪い」と答える確率を6％低下させ，
母親が自分の健康状態について「良い」と答える
確率を9％上昇させた。その他の変数については，
必ずしも頑健で一貫した回答パターンの変化は示
されなかったが，いくつかの質問項目で観察され
た効果を総合的に判断すると，児童手当の増額に
よる心理的健康の改善を示唆していると考えられ
た。ただし，効果の大きさについては，推定結果
が必ずしも頑健ではないことや，比較的小規模な
サンプルによる分析であることも考慮し，さらに
精緻な検証が必要といえる。また，飲酒や喫煙な
ど健康状態と深く関連する消費行動に対する影響
は全くなかった。
　本稿の政策インプリケーションは2点ある。第
一に，既存研究では児童手当に対して否定的な政
策インプリケーションを得る研究が少なくなかっ

生活習慣への影響
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たが（野口, 2008; 宇南山, 2011），児童手当の好ま
しい効果を発見している点である。第二に，政策
的な流動性の増加は健康を害する消費行動や倫理
的に望ましくない消費行動を喚起することが指摘
されてきたが，本稿の推定結果は「子ども手当」
に関してそうした影響はなかったことを示してい
る。給付水準が過大になるとこうした消費行動が
誘発されるという立場に立つならば，本稿の分析
結果は現行の児童手当の給付水準が過大とは言え
ないことを示唆しているだろう。以上の点に留意
しつつ，児童手当の持つ様々な効果に十分に配慮
して，政策的決定が行われる必要がある。
　なお，本稿では子どもの成長を規定する重要な
因子として両親の心理的健康に焦点を当てたが，
よりダイレクトに子ども本人のアウトカム（健康，
学力）に対する影響を精査する必要がある。その
点は今後の課題としたい。また，本稿の限界とし
て，子どもの数を児童手当の拡充に対して外生と
仮定している点が挙げられる。「子ども手当」は
控除の廃止を伴っており必ずしも家計に長期的な
恩恵をもたらしたとはいえないことから，出生行
動に対して大きな影響があったとは想定しにくい
が，その点に関する実証的確認も必要だろう。

（平成26年1月投稿受理）
（平成27年1月採用決定）
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注
1）例えば，宝くじ（Lindahl, 2005），やドイツの統

合（Frijters et al., 2005），19世紀のワインの不作
（Banerjee et al., 2010）といったケースで分析さ
れている。

2）野口（2008） 及び野口（2011） は所得と健康の因
果関係に対して明示的に操作変数を用いて識別する
方法をとった数少ない我が国での研究である。ただ
し野口（2011） では，操作変数が弱相関である可能

性が排除できないことから，「第一段階での予測値
が第二段階でのⅣとして適切であるかについては，
議論のあるところである。」としている。

3）新児童手当以前に，「平成23年度における子ど
も手当の支給等に関する特別措置法」に基づき支
給額が調整されている。この「特別措置法に基づ
く子ども手当」には「子ども手当」と同様に所得
制限がなかったが，支給額は後の「新児童手当」
と変わらない。更に，この法律には2012年6月か
ら所得制限を復活させることが明記された。

4）所得税率は課税所得が195万円以下の場合に税
率が5％となるが，JHPSには正確な個人単位の課
税所得のデータがない。そこで，「主な仕事から
の収入（税引き前）」という調査項目を利用し，
平均的な控除項目を指し引いた後の課税所得が
195万円以下となるような税引き前所得として，
世帯で最も高い所得を得ている者の「主な仕事か
らの収入（税引き前）」が500万円以下である世帯
を対象とした。具体的には，基礎控除（33万円），
給与所得控除（給与収入の30％程度），配偶者控
除（38万円），社会保険料控除（給与収入の10％
を想定すると，500万円の年収で課税所得は200 
万円程度となる。

5）この処理によって，例えば2012年1月調査では
2012年6月徴収分からの住民税増税が予想されて
いた可能性があるが，一貫性を保つためにそうし
た将来の住民税増税については考慮していない。

6）ただし主観的健康には様々な問題が指摘されて
いる。我が国でも，野口（2011） では，様々な先
行研究をサーベイし主観的健康の問題点をまとめ
ている。

7）ただし，調査対象に対してJHPSは現在の状況
を聞いているのに対して，Ben-sira （1982） では過
去一年間における状況を聞いており，両者には本
質的な違いがあると考えられる。むしろJHPSの
これらの調査項目は，国民生活基礎調査の健康票
における「あなたはここ数日，病気や怪我で具合
の悪いところ（自覚症状）がありますか」という
質問に近いだろう。

8）母子・父子家庭が調査対象に少なかったことか
ら，分析を配偶者のいる世帯に限定した。

9）データの作成方法は，制度変更前の2010年1月
調査時点で子どもが1人以上3人以下いる55歳以下
の男女にサンプルを限定し，分析に必要なデータ
が4年分すべてそろっている者のみを抽出した。
その結果，491人の4年間に渡るデータ（サンプル
数は1964）が作成された。推計結果については紙
面の関係から省くが，リクエストがあれば筆者か
らお送りしたい。

10）カナダの児童手当の効果を検証したMilligan 
and Stabile （2011） では母親の鬱指標に対する効
果を確認した一方，主観的健康には影響がない
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としている。米国のEITCの効果を検証したEvans 
and Garthwaite （2010） では既婚の母親について
主観的健康を改善を報告している。また，同様に
EITCの効果を分析したBoyd-Swan et al. （2013） は
主観的健康について分析していないものの，鬱指
標と主観的幸福感（self-reported happiness）の両
方で母親に対する効果を確認している。

11）後述する心身症状指標に関する分析では，母親
のサンプルでは「イライラ」の改善など心理的健
康への影響が示唆されるのに対して，父親では「頭
痛」や「風邪」などより身体的なアウトカムに効
果が観察されている。それぞれの項目に関する考
察は個別的に過ぎるため省略するが，仮に身体的
に自覚症状がある場合に健康状態を「悪い」と回
答すると考えるならば，主観的健康に関する効果
の違いもある程度説明されると考えられる。
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